
 

 
 

新しい公共の担い手を支援するために寄附金の増加を目指して 

以下の項目などを検討 

 

●認定ＮＰＯの認定基準（ＰＳＴ等）の見直し 

     ～認定ＮＰＯの増加へ 

※ ＰＳＴ：パブリックサポートテスト。税制優遇措置を受けるための認定要件 

※ ＰＳＴ：で、客観的な数値に基づく計算式等からなる。 

 

●税額控除の導入 

    ～個人のメリット（寄附金控除額）の拡大へ 

 

●寄附金控除の対象の拡大 

 

●地方団体の基金を通じた寄附（ふるさと納税の活用） 

 

●寄附金文化の醸成のための広報等の強化 
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